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８．各目標に係るプロジェクト 

 

目標 1 県民が安心して移動・外出できるネットワークをつくる。 

 

1 県民の暮らしを支える交通ネットワーク形成プロジェクト 

目的 
県民の快適な生活環境、産業交流を支える基盤として、各拠点間をつなぐ広域バス路線のサー

ビスレベルを確保し、利用しやすい交通ネットワークの構築を図る。 

概要 

利用しやすい交通ネットワークの構築に向けて交通網の再編と必要なサービスレベルの確保

にあたり、国の補助制度を活用するとともに、青森県独自の支援制度（例：事業者へのインセ

ンティブ付与や車両更新補助の重点化等）を構築する。 

＜目標とする生活交通のサービスレベル例＞ 

・一次拠点間：高レベル（１本/時間以上） 

・一次拠点と二次拠点間：高レベル（１本/時間以上） 

・一次拠点と三次拠点間：中レベル（0.5〜１本/時間以上） 

・二次拠点と三次拠点間：中レベル（0.5〜１本/時間以上） 

実施 

主体 
青森県、関係自治体、広域バス路線事業者 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

現行補助制
度検証と新
制度検討 

 

広域路線バ
スの見直し
検討 

 

新バス補助
制度検討・設
計 

 

広域路線バ
スの見直し
検討 

 

再編実施計
画の策定 

新 バ ス 補
助 制 度 導
入 

新 バ ス 補
助 制 度 運
用 

中間評価 
必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 

 

＜県民の暮らしを支える交通ネットワークの形成プロジェクトのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国の補助対象 県の補助対象（重点検討） 
・拠点間サービスレベル確保 
・事業者へのインセンティブ付与 
・車両更新補助 等 

国と県の補助による交通ネットワーク形成 
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目標 1 県民が安心して移動・外出できるネットワークをつくる。 

 

２ ゲートウェイからのアクセス強化プロジェクト 

目的 
県民の快適な生活環境、産業交流を支える基盤として、拠点間に加え、ゲートウェイと拠点、

あるいは、ゲートウェイ間をつなぐネットワークの構築を図る。 

概要 

・新たなゲートウェイ奥津軽いまべつ駅と津軽中里駅（五所川原都市圏）をつなぐネットワ 

ークの構築 

・県内空港やフェリーターミナルとの接続検討 

実施 

主体 
青森県、関係自治体、鉄道事業者、広域バス路線事業者 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

奥 津 軽 い
ま べ つ 駅
と 津 軽 中
里 駅 実 証
運行 

定 期 運
行・モニタ
リング 

事 業 継
続・モニタ
リング 

事 業 継
続・モニタ
リング 

事 業 継
続・中間評
価 

必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 

空港やフェリーターミ
ナルとの接続必要性等
の検討（生活交通路線と
の整合やニーズを踏ま
えた検討） 

未定（検討
状況・結果
に 応 じ た
展開） 

同左 同左 同左 同左 

 

 

＜ゲートウェイからのアクセス強化（奥津軽いまべつ駅と津軽中里駅接続）プロジェクトのスキーム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H28年度 
実証運行 
（21条） 

H29年度 
定期運行 
（４条） 

H30年度 
定期運行 
（４条） 

H31年度 
定期運行 
（４条） 

H32年度 
定期運行 
（４条） 

中間評価 

H33年度 
必要に
応じ見
直し 

H34
年度 
検証 
評価 

モニタリング モニタリング モニタリング モニタリング 
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目標 1 県民が安心して移動・外出できるネットワークをつくる。 

 

３ 交通ハブ機能強化によるネットワークづくりプロジェクト 

目的 
県民の快適な生活環境、産業交流を支える基盤として、鉄道と広域路線バスが結節する交通

ハブ機能の強化をはかるため、ダイヤ調整などを検討する。 

概要 
・青森駅（古川バス停を含む）、弘前駅（バスターミナルを含む）、本八戸駅等の交通ハブ機

能強化のための鉄道とバスやバス相互のダイヤ調整の検討など 

実施 

主体 
青森県、関係自治体、鉄道事業者、広域バス路線事業者 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

鉄道・バス
乗 継 状 況
の調査・見
直し検討 

鉄道・バス
乗 継 状 況
の調査・見
直し検討 

鉄道・バス
乗 継 状 況
の調査・見
直し検討 

事 業 継
続・モニタ
リング 

中間評価 
必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 

 

＜交通ハブ機能強化によるネットワークづくりプロジェクトのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在 

乗継前：鉄道（またはバス） 

乗継先のバス 

ダイヤ調整によ

り乗継時間短縮 

30 分も待つの
はつらいし、
時間帯で待ち
時間が違う 

ダイヤ調整後 

乗継先のバス 

15 分でいつ
も乗れるの
で便利！ 

乗継前：鉄道（またはバス） 
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目標２ 公共交通を利用するライフスタイルと移動を支える仕組みをつくる。 

 

４ 公共交通を活用したライフスタイルの推進プロジェクト 

目的 
公共交通の利用促進を図り、県民の暮らしの足、交流基盤として地方鉄道や広域路線バス等

の持続性を高める。 

概要 

・モビリティ・マネジメント等公共交通利用促進手法の普及推進 

（モビリティ・マネジメント講演会実施、県内におけるモビリティ・マネジメント等利用促

進取組補助、情報交換会の実施） 

・広域路線バスマップの作成・配布等による情報提供の検討 

実施 

主体 
青森県、県内自治体、鉄道事業者、広域バス路線事業者、公共交通維持に取り組む団体 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

モ ビ リ テ
ィ・マネジ
メ ン ト 実
施 

事 業 の 検
証・継続検
討 

事 業 の 検
証・継続検
討 

事 業 の 検
証・継続検
討 

中間評価 
必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 

 

＜公共交通を活用したライフスタイルの推進（モビリティ・マネジメント）プロジェクト例＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：ノーマイカーデーホームページ：http://www.pref.aomori.lg.jp/nature/kankyo/no-mycar-day_2015.html 

  

H27実績：162事業所 19,074人が参加 
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目標２ 公共交通を利用するライフスタイルと移動を支える仕組みをつくる。 

 

５ 有機的な公共交通ネットワークを形成する仕組みづくりプロジェクト 

目的 
県内全体の公共交通を中心とした交通ネットワークを形成するため、市町村の網形成計画策

定を促すとともに支援する。 

概要 

・地域公共交通網形成計画策定に向けた講演会の実施 

・地域公共交通網形成計画策定に向けた支援 

（策定促進に向けた勉強会の実施、地域公共交通会議未設置市町村に対する側面支援） 

・鉄道・広域バスの乗継利用を円滑にするためのダイヤ調整などの実施 

実施 

主体 
青森県、関係自治体、鉄道事業者、広域バス路線事業者 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

気運醸成事業の実施 

 

有機的な公共交通網形
成に向けた勉強会等の
実施 

事 業 の 検
証・継続検
討 

事 業 の 検
証・継続検
討 

中間評価 
必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 

 

＜有機的な公共交通ネットワークを形成する仕組みづくりプロジェクト参考例＞ 

 ◎山形県地域公共交通再編勉強会（最上地域）（平成２８年２月２日開催）の実践例 

➡コミュニティバス、路線バス、鉄道それぞれの時刻表を用意し「○○から病院に行ける」といった「お題」を提示

し本当に公共交通でアクセスできるかを検証し改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

路線バス
時刻表 

コミュニ
ティバス
時刻表 

鉄道 
時刻表 

地域ワークショップで例えば病院に 

行けるかを検証し評価 
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目標３ 将来においても維持・運営が可能な公共交通基盤をつくる。 

 

６ 路線バスの車両更新（小型化・低床化）支援プロジェクト 

目的 

路線バスの生産性向上と超高齢社会の中での移動ニーズ・規模に対応していくための小型車

両、低床車両導入に対する支援をおこなう。また、将来にわたって公共交通網を維持・運営

するために必要な支援策の検討をおこなう。 

概要 

・小型バス車両・低床バス車両導入の支援 

・車両のリース方式や起債方式、低利融資保証制度、上下分離制度等の検討 

・無料買い物バス等との競合解消に向けた支援策の検討等 

実施 

主体 
青森県、関係自治体、鉄道事業者、広域バス路線事業者 

実施 

期間 

1 年目 

平成 28 年度 

2 年目 

平成 29 年度 

3 年目 

平成 30 年度 

4 年目 

平成 31 年度 

5 年目 

平成 32 年度 

6 年目 

平成 33 年度 

7 年目 

平成 34 年度 

バ ス 車 両
更新支援 

（ 現 行 補
助 制 度 検
証 と 新 制
度検討） 

 

公 共 交 通
網 の 維
持・運営支
援 策 の 検
討 

新 バ ス 補
助 制 度 検
討・設計 

 

公 共 交 通
網 の 維
持・運営支
援 策 の 検
討（実施可
能 な 支 援
策の実施） 

新 バ ス 補
助 制 度 導
入 

 

公 共 交 通
網 の 維
持・運営支
援 策 の 検
討（実施可
能 な 支 援
策の実施） 

新 バ ス 補
助 制 度 運
用 

 

支 援 策 の
検証・継続
検討 

中間評価 
必 要 に 応
じ見直し 

検証・評価 
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９．計画の達成状況の評価 

9-1 目標達成に向けたマネジメント 

 本計画は、平成 28〜34 年度の 7 か年を計画期間とする。その期間において、計画の目標を達成するた

め、ＰＤＣＡ（計画▶実施▶評価▶改善）のサイクルを繰り返しながら、計画及び実施内容を毎年見直し、

改善を図りながら着実なプロジェクトの実施を推進する。 

 特に、平成３２年度を中間評価、県内の人口移動結果が把握できる平成３４年度を最終評価年として計

画全体の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２８年度 実施 

平成 32 年度 中間評価 

平成 34 年度 最終評価

平成２９年度 実施 平成２9 年度 検討・準備

平成 30 年度 実施

持続可能な公共交通網形成

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善

計画

実施

評価

改善



38 

 

9-2 計画の実施体制 

 目標達成にあたり、青森県・青森県バス交通等対策協議会・交通事業者は、全県にかかる広域路線ネッ

トワーク形成・拠点形成・利用促進・維持に取り組み、各都市圏市町村・交通事業者は、青森県等と連携

しながら圏域内路線ネットワークを形成していく。 

 

 

 

 

 

青森県・青森県バス交通等対策協議会・交通事業者 

広域路線ネットワーク形成・拠点形成・利用促進・維持 

八戸都市圏市町村・交通事業者 

圏域内路線ネットワーク形成 

拠点形成・利用促進・維持 

十和田・三沢都市圏市町村 

交通事業者 

圏域内路線ネットワーク形成 

拠点形成・利用促進・維持 

むつ都市圏市町村・交通事業者 

圏域内路線ネットワーク形成 

拠点形成・利用促進・維持 

青森都市圏市町村・交通事業者 

圏域内路線ネットワーク形成 

拠点形成・利用促進・維持 

弘前都市圏市町村 

交通事業者 

圏域内路線ネットワーク形成 

拠点形成・利用促進・維持 

五所川原都市圏 

市町村 

交通事業者 

圏域内路線 

ネットワーク 

形成拠点形成 

利用促進 

維持 

 

 

 

 

 

 


